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１．平成 27 年６月期の業績（平成 26 年７月１日～平成 27年６月 30日） 
（１）経営成績                                                           （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27 年６月期 1,185 33.4 78 15.7 78 14.6 53 29.4 
26 年６月期 888 64.0 67 161.5 68 159.0 41 145.5 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

売上高 

営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 

27 年６月期 116.89 ― 39.8 39.2 6.6 
26 年６月期 93.22 ― 50.1 37.6 7.6 

（参考）持分法投資損益 27年６月期   ―百万円  26年６月期   ―百万円 

（注１）当社は、平成 27年１月５日開催の取締役会の決議に基づき、平成 27年１月 31日付で普通株式１株につき 1,000

株の株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益

を算定しております。 

（注２）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

27 年６月期 214 164 76.6 350.97 
26 年６月期 184 102 55.5 232.78 

（参考）自己資本 27年６月期   164百万円  26年６月期   102百万円 

 

（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

27 年６月期 12 △7 8 104 
26 年６月期 104 6 △48 92 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 純資産 

配当率 中間期末 期末 年間 

 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％ 

26 年６月期 0.00 0.00 0.00 ― ― ― 
27 年６月期 0.00 0.00 0.00 ― ― ― 

28 年６月期(予想) 0.00 0.00 0.00  ―  
 
  



 

 
 

３．平成 28 年６月期の業績予想（平成 27年７月１日～平成 28 年６月 30 日） 
（％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通期 1,411 19.0 112 43.9 112 43.9 73 37.9 156.22 

 

※ 注記事項 
（１）財務諸表の作成に特有の会計処理及び簡便な会計処理の適用：無 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
② ①以外の会計方針の変更 ：無 
③ 会計上の見積りの変更 ：無 
④ 修正再表示 ：無 
 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 27 年６月期 468,500 株 26 年６月期 440,000 株 

② 期末自己株式数 27 年６月期 ―株 26 年６月期 ―株 

③ 期中平均株式数 27 年６月期 454,038 株 26 年６月期 440,000 株 

 

（注）当社は、平成 27年１月 31日付で普通株式１株につき 1,000株の割合で株式分割を行っております。このため、株

式数は当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
  この決算短信は、金融商品取引法に準じた監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、
金融商品取引法に準じた財務諸表の監査手続は終了していません。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

  ① 当期の経営成績 

当事業年度における我が国経済は、消費税増税後の政府の経済政策や日銀による追加金融緩和により円安・株高

が進行したことに加え、企業の設備投資意欲は堅調に推移しており、個人消費も底堅く推移するなど、緩やかな景

気回復基調が見られました。 

住宅業界におきましては、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減により、平成26年度の新設住宅着工戸数は88

万戸(前期比10.8％減)となりましたが、一方で政府による省エネ住宅ポイント等の市場活性化策による下支えや、

雇用・所得の改善傾向などを背景に、平成27年３月以降４か月連続で前年同月比増加するなど持ち直しの兆しが見

え始めました。 

このような市場環境の中で、当社は競合物件調査やWebアンケートをベースにした「ＴＳＯＮマーケティングシ

ステム」を駆使し、独自のマーケティング戦略により分譲住宅事業を中心に拡大してまいりました。 

その結果、当事業年度の業績は、売上高 1,185,934千円（前期比 33.4％増）となり、営業利益 78,237千円（同

15.7％増）、経常利益 78,239千円（同 14.6％増）、当期純利益 53,070千円（同 29.4％増）となりました。 

 

セグメント別の概況は次のとおりです。 

 

〔セグメントの業績の概要〕 

（分譲住宅事業） 

「ＴＳＯＮマーケティングシステム」により把握したエリアごとの需給バランス、競合他社の動向、顧客ニーズ

などの分析に基づく独自性の高い分譲住宅を開発しています。当事業年度におきましては、前事業年度から展開す

る大容量の太陽光発電システムを採用することで住宅ローンの返済を低減した「楽住の家」の堅調な販売や、分譲

住宅事業参入３年目となり、愛知県北西部を中心に継続供給を行うことによる認知度向上などにより、分譲住宅事

業の売上高は、751,914千円（前期比92.2％増）となり、セグメント利益は128,758千円（同74.6％増）となりまし

た。 

 

（広告企画事業） 

住宅関連に特化した広告物やインターネットを活用した販売戦略・販売促進の提案により、お客様の住宅ビジネ

スをサポートする広告代理店事業を展開しています。当事業年度におきましてはインターネット関連の今後の受注

拡大を狙い、当社独自の物件検索システムを開発しました。これによりネット関連の受注が増加したものの、チラ

シなどの広告物の減少もあり、広告企画事業の売上高は、382,952千円（前期比4.9％減）、セグメント利益は、6,076

千円（前事業年度は1,028千円の損失）となりました。 

 

（コンサルティング事業） 

「ＴＳＯＮマーケティングシステム」による分析と、ファイナンシャルプランナーによる節税対策の提案、賃貸

物件の商品開発・企画立案などの商品・販売サポートを展開しています。当事業年度におきましては、相続税増税

による節税対策への関心から需要は底堅く推移する一方、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減の影響もあり、

コンサルティング事業の売上高は、51,067千円（前期比23.5％減）となり、セグメント利益は23,153千円（同34.9％

減）となりました。 

 

  ② 今後の見通し 

今後の見通しにつきましては、企業収益の改善が続く中、雇用・所得環境の改善が期待され、景気回復への好循

環が続くものと思われます。当社が事業展開する愛知県におきましても、自動車産業を中心に設備投資や雇用が堅

調であり、所得増による個人消費の増加が期待されます。 

また、当業界におきましても、平成 27年 10月に予定されていた消費税 10％への増税が延期されたことや、省

エネ住宅ポイントや贈与税の非課税措置の拡充・延長等の市場活性化策により、新設住宅着工戸数の回復が見込ま

れます。 

このような環境の中、当社は「ＴＳＯＮマーケティングシステム」に更なる磨きをかけ、様々な角度からの分析

に基づいた戦略・戦術により、生産性を向上させ、企業価値の増大に努めます。 

以上により、平成 28年６月期の業績につきましては、売上高 1,411百万円（当期比 19.0％増）、営業利益 112

百万円（同 43.9％増）、経常利益 112百万円（同 43.9％増）、当期純利益 73百万円（同 37.9％増）としており

ます。 
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（２）財政状態に関する分析 

  ① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は 189,022千円で、前事業年度末に比べ 23,112千円増加しております。

現金及び預金の増加 12,806千円、前渡金の増加 14,000千円が主な変動要因であります。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は 25,726千円で、前事業年度末に比べ 7,160千円増加しております。投

資有価証券の増加 3,000千円、差入保証金の増加 3,000千円が主な変動要因であります。 

（流動負債） 

 当事業年度末における流動負債の残高は 50,321千円で、前事業年度末に比べ 31,731千円減少しております。

買掛金の減少 24,115千円、未払法人税等の減少 12,455千円が主な変動要因であります。 

（純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ 62,005千円増加し、164,427千円となりました。 

 

  ② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は 104,962千円（前年同期比 12,806

千円増加）となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は 12,026千円（前年同期は 104,603千円の獲得）となりました。これは主に、税

引前当期純利益 78,239千円、法人税等の支払額 37,820千円、仕入債務の減少額 24,115千円等によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は7,533千円（前年同期は6,132千円の獲得）となりました。これは主に、差入保

証金の差入による支出3,082千円、投資有価証券の取得による支出3,000千円等によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は 8,312千円（前年同期は 48,931千円の使用）となりました。これは株式の発行

による収入 8,312千円によるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成26年６月期 平成27年６月期 

自己資本比率（％） 55.5 76.6 

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
― 111.3 

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（％） 
― ― 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
― ― 

自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社では、株主に対する利益還元を経営上の重要政策として認識し、業績の状況、取り巻く環境および中長期を展

望した財務体質を勘案し、継続的かつ安定的に実施することを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。これらの剰

余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

なお、当事業年度の配当につきましては、内部留保資金の確保のため実施しておりません。内部留保資金につきま

しては、企業体質の強化、将来の事業展開のための資金等に充当してまいります。 

今後の配当につきましては、財政状態、経営成績および今後の事業計画を勘案し内部留保とのバランスを図りなが

らその実施を検討する所存であります。 

 

（４）事業等のリスク 

当社の経営成績、財政状態および株価等に影響の及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。 

また、文中の将来に関する事項は、公表日現在において当社が判断したものであり、実際の結果とは異なる可能

性があります。 

 

① 関連当事者に関するリスク 

イ.会社の政策が変更になるリスク 

    当社の筆頭株主である深川堅治氏は発行済株式の 93.8％を所有しております。現時点において、同氏は当社株式

を引き続き長期に所有する方針ですが、今後の株価の推移等によって当社株式の売却が行われた場合や、売却の可

能性が生じた場合には、当社株式の市場価格に影響を及ぼす可能性があります。さらに、特定の相手先への譲渡が

行われる場合には、当該譲渡先の取得株数、当社株式の所有方針および株主としての当社への経営関与の方針等に

よっては、当社の事業戦略等に影響を与える可能性があります。 

 

ロ.特定の取引先への依存について 

    平成 27年６月期において、当社売上高に占める東新住建株式会社、株式会社ブルーボックス、株式会社エイチテ

ィーピーおよび株式会社ドリームプロジェクトの４社合計の売上高比率は 85.6％であります。また、外注比率につ

きましても、東新住建株式会社、株式会社ブルーボックスおよび株式会社ドリームプロジェクトの３社で 60.6％で

あります。 

各社とも当社の筆頭株主である深川堅治氏が直接または間接的に議決権の過半数を所有している会社であります。

なお、当社は東新住建株式会社、株式会社ブルーボックス、株式会社エイチティーピー、株式会社ドリームプロジ

ェクトとの間には資本関係はありません。 

当社としましては、特定の取引先への依存を下げるために、分譲住宅事業において、自社で分譲用地の取得、建

設・施工、販売までを一貫して行う体制を整えております。 

 

ハ.特定の取引先である４社との関係について 

ⅰ.特定の取引先からの独立性の確保について 

    当社の事業展開にあたっては、特定の取引先からの指示や事前承認に基づいてこれを行うのではなく、一般株主

と利益相反が生じるおそれのない経営陣の判断のもと、独自に意思決定して実行しております。当社が企業価値の

向上などの観点から、特定の取引先と営業取引を行う場合には、新規取引開始時および既存取引の継続時も含め少

数株主の保護の観点から取引条件等の内容の適正性を、その他第三者との取引条件と比較しながら慎重に検討して

実施しております。 

なお、特定の取引先とは、関連当事者取引に該当しますが、取引条件は競合他社と同一のものであり、競合他社

との公平な競争環境に置かれております。また、取引を実施した後は、取締役会に報告することとしております。 
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ⅱ．特定の取引先との人的関係について 

平成 27年６月 30日現在における当社役員５名のうち、特定の取引先である株式会社ブルーボックスの役員を

兼ねる者が１名です。詳細は以下のとおりであります。当社監査役である草野勝彦は、弁護士として培われた法

務に関する高度な専門知識と豊富な実務経験を有しており、また、当社の設立背景・企業状況も充分に認識して

いるため、当社独自の判断にて選任しております。 
 

氏名 当社における役職 各社における役職 

草野 勝彦 監査役（社外監査役） 株式会社ブルーボックス 監査役（社外監査役） 

 

② 経済環境によるリスク 

イ.景気動向や不動産市況の影響について 

    当社の事業は、景気動向、金利動向、地価動向および税制等に基づく購買者の購入意欲や需要動向に影響を受け

やすいため、景気の先行き悪化や大幅な金利の上昇、地価の上昇、住宅税制・消費税増税等の動向に大きく左右さ

れる傾向があります。そのため、これらの動向次第で当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

ロ.建築価格の変動リスクについて 

当社の分譲住宅事業における建物の主要構造部材である木材においては、輸入木材を中心に使用しておりますが、

急激な為替変動および現地での木材価格が高騰した場合において、当社の施工会社に対する発注価格が上昇し、利

益率悪化の原因になり、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

ハ.在庫リスクについて 

    当社は、今後、分譲住宅事業を強化する方針であり、分譲用地を低価格で仕入れ、物件を企画し、短期間で販売

するよう努めてまいります。しかし、景気動向、金利動向、地価動向および税制等の急激な変化等に伴う金融機関

の融資動向や消費者動向次第で、当社の計画遂行が困難となり、完成在庫の増加、造成・開発期間の遅延および棚

卸資産の評価損が発生する可能性があります。その場合には当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

③ 法的規制について 

当社は、分譲住宅事業を展開しており、事業活動を推進するに際して、以下のとおり、宅地建物取引業者として、

「宅地建物取引業法」に基づく免許を受け、また、「建設業法」に基づいて建設業者としての許可を受けて事業を

行っております。 

免許、登録等の別 番 号 有効期間 取消条項 

宅地建物取引業免許 
愛知県知事 

(２)第 21490号 

自 平成 26年 10月 14日 

至 平成 31年 10月 13日 

宅地建物取引業法 

第 66条および第 67条 

一般建設業許可 

愛知県知事許可 

(般－26) 

第 107176号 

自 平成 26年７月２日 

至 平成 31年７月１日 
建設業法第３条 

当社におきましては、過去および現時点において、これら許可要件の欠格事実はありません。しかしながら、今

後、これらの法令等や新たな法令等により規制強化が行われた場合、何らかの事情により法令遵守ができなかった

場合、または、今後何らかの事情により、免許、許可および登録の取り消し処分が発生した場合には、当社の業績

に影響を与える可能性があります。 

 

④ 新規エリアへの進出について 

    当社では、事業の拡大に向け、綿密なマーケティング調査に基づいた新規エリアへの進出を検討していますが、

営業活動が計画どおり進捗しなかった場合には、新規エリア進出に伴う人員の採用および設備投資などの先行投資

費用が負担となり、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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⑤ 人材の確保・育成について 

    当社では、人材が重要な経営資源と考えており、事業の拡大に向け優秀な人材の確保が重要な課題となります。

今後、計画どおりに採用が進まなかった場合においては、事業展開が計画どおりに進まず、当社の業績に影響を与

える可能性があります。 

 

⑥ 資金調達について 

    当社では、今後、分譲住宅事業の拡大に伴い、分譲用地の購入を計画しており、そのための資金調達を追加的に

行う必要があります。必要資金の調達が新株発行により行われた場合には、当社の発行済み株式数が増加すること

となり、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。 

 

⑦ 小規模組織であることについて 

    当社は、平成 27年６月 30日現在、取締役４名、監査役１名、従業員 8名と小規模な組織であり、会社の規模に

応じた内部管理体制や業務執行体制となっております。今後、当社の成長のためには、分譲住宅事業部、広告企画

事業部、コンサルティング事業部、管理部の各事業における優秀な人材の確保や内部管理体制の一層の充実が必要

であると考えております。当社では、既存従業員の育成を図るとともに採用活動による人員増強を適宜行うことを

予定しておりますが、人材が適時かつ充分に確保できない場合には、業務執行や内部管理において必要となる人的・

組織的対応が困難となる可能性があります。 

 

⑧ 自然災害・事故等への対応について 

    当社は、主要な営業基盤を愛知県に置いておりますが、大規模な自然災害に見舞われ被害を受けた場合には、業

績に影響を与える可能性があります。また、当社は、業務の遂行において安全管理に留意しておりますが、重大な

労働災害、事故等が発生した場合には、業務に支障をきたし、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑨ 訴訟等について 

    当社は、現段階において業績に重大な影響を及ぼす訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、当

社が販売する住宅において、瑕疵等の発生、工事期間中における近隣からのクレーム等が発生した場合、これらに

起因する訴訟やその他の請求が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容によっては、当社の業績に影響

を与える可能性があります。 

 

⑩ 土壌汚染について 

    土地の所有者等は「土壌汚染対策法」により、法令の規程によって特定有害物質による土壌汚染の状況の調査、

報告および汚染の除去等の措置を命ぜられることがあります。当社では分譲用地の取得の際に、土壌汚染の状況に

ついて事前に全てを認識できないことや土壌汚染が発見されても、売主がその瑕疵担保責任を負担できないことが

あります。そのため、取得した用地に土壌汚染が発見された場合、当初の事業スケジュールの変更や追加費用の発

生、資産除去債務の追加計上等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑪ 社歴が浅いことについて 

    当社は、平成 20年８月に設立され、業暦が浅く成長途上にあります。従って過去の財務情報だけでは今後の事業

および業績を予想する上で充分な状況を提供していると言えない可能性があります。 

 

⑫ 個人情報等の管理について 

    当社は、当社の物件を購入又は購入の検討をいただくお客様をはじめとする様々な個人情報を取り扱っておりま

す。これらの情報管理については、規程の整備や社員等への周知徹底に努めております。しかしながら、不測の事

態によって個人情報が漏洩した場合には、当社の社会的信用が低下し、またその対応のための費用が発生し、当社

の業績に影響を与える可能性があります。 
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２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、「変化に挑戦する」を経営理念として掲げ、新しい価値の創造に挑戦し、お客様のニーズに対応した高

付加価値の商品づくりを積極的に推進してまいります。商品の精度、品質を高める一方、生産性の更なる向上を図

り、ローコストオペレーションを実践することで、価格面においてもお客様に還元できるように一層努力してまい

ります。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社は、少人数で高効率な組織体制により、企業価値の増大を図っており、目標とする経営指標としては、経常

利益率 10％を当面の目標としております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、 お客様のニーズが多様化する時代に、独自のマーケティング手法と多角的なデータ分析力を生かしたコ

ンサルティングや広告プロモーションなどを駆使し、より良い住まいを提供することで更なる企業の発展に努めて

まいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

① 分譲用地の確保について 

当社は、今後の収益の柱として分譲住宅事業を推進しており、分譲用地を提供していただけるパートナー企業

をいかに増やしていくかが事業規模を拡大する上で重要な課題と認識しております。また、自社で直接土地所有

者より買い付けを行い、事業化していく方法も模索しながら事業拡大を図ってまいります。 

 

② ＴＳＯＮマーケティングシステムの活用について 

当社が自社で開発をおこないました「ＴＳＯＮマーケティングシステム」は、愛知県内の新規分譲住宅着工戸

数、販売戸数、販売価格、購入者の属性などがエリアごとに把握できるシステムです。この情報は、住宅関連事

業者だけでなく、スーパーマーケット・コンビニエンスストアー・病院・学習塾など生活に関連する企業や、銀

行・信用金庫などの金融機関に対しても活用していただける情報であることから、今後は、住宅関連事業者だけ

でなく、様々な業種・業態に対し情報提供して行くことで事業拡大を図ってまいります。 

 

③ 人材の確保および人材育成について 

限られた経営資源を活用し最大限の効果を挙げるには、組織力のアップが不可欠であり、そのために優秀な人

材を育成することが重要な課題であると認識しております。そのため、当社の経営理念を理解しチャレンジを続

ける優秀な人材を採用・教育することにより、永続できる企業を目指してまいります。 

 

④ 事業資金確保について 

当社では、更なる事業拡大を見据え、資金調達手段を多様化することで、中長期的に安定した成長が可能な財

務体質の強化に努めてまいります。 

 

⑤ 販売体制の強化について 

平成 27年６月期において、東新住建株式会社、株式会社ブルーボックス、株式会社エイチティーピーおよび株

式会社ドリームプロジェクトに対する売上高合計が総売上高の 85.6％にのぼっており、前年同期（95.9％）に比

べ10％以上低下したものの、依然として高い割合を占めています。当社では特定取引先に過度に依存しないよう、

独自の販売体制の確立、営業力の更なる強化に努めてまいります。 

   

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社は、連結財務諸表を作成していないため、国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担

等を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。 
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４．財務諸表 

（１）貸借対照表 

(単位：千円) 

        前事業年度 

(平成26年６月30日) 

当事業年度 

(平成27年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 92,156 104,962 
    売掛金 55,993 50,597 
    未成工事支出金 1,017 782 
   販売用不動産 ― 10,397 
    材料貯蔵品 9 7 
    前渡金 ― 14,000 
    前払費用 233 670 
    立替金 1,734 5,605 
   未収入金 13,089 126 
   繰延税金資産 1,675 1,871 
    流動資産合計 165,909 189,022 
  固定資産     

    有形固定資産   

      車両運搬具 1,404 1,404 
        減価償却累計額 △964 △1,404 
        車両運搬具（純額） 440 0 
      工具、器具及び備品 2,327 2,327 
        減価償却累計額 △1,975 △2,141 
        工具、器具及び備品（純額） 351 185 
     建設仮勘定 ― 1,533 
      有形固定資産合計 792 1,719 
    投資その他の資産   

     投資有価証券 7,475 10,475 
     長期前払費用 142 437 
     前払年金費用 ― 66 
      差入保証金 10,028 13,028 
      その他 126 ― 
      投資その他の資産合計 17,773 24,007 
    固定資産合計 18,566 25,726 
  資産合計 184,475 214,749 
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(単位：千円) 

          前事業年度 

(平成26年６月30日) 

当事業年度 

(平成27年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 45,747 21,631 
    未払金 4,993 6,441 
    未払費用 282 450 
   未払法人税等 24,213 11,758 
    未払消費税等 4,710 6,223 
    預り金 246 839 
    賞与引当金 1,260 1,577 
    役員賞与引当金 600 1,400 
    流動負債合計 82,053 50,321 
  負債合計 82,053 50,321 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 22,000 26,467 
    資本剰余金   

      資本準備金 ― 4,467 
      資本剰余金合計 ― 4,467 
    利益剰余金   

      その他利益剰余金   

        繰越利益剰余金 80,422 133,492 
      利益剰余金合計 80,422 133,492 
    株主資本合計 102,422 164,427 
  純資産合計 102,422 164,427 

負債純資産合計 184,475 214,749 
              

  

 

 

  



株式会社ＴＳＯＮ（3456） 平成 27年６月期 決算短信 

- 10 - 
 

（２）損益計算書 

(単位：千円) 

    
前事業年度 

(自 平成25年７月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当事業年度 

(自 平成26年７月１日 

 至 平成27年６月30日) 

売上高   
  完成工事高 391,167 749,964 
  兼業事業売上高 497,594 435,969 
  売上高合計 888,761 1,185,934 

売上原価   
  完成工事原価 311,603 584,927 
  兼業事業売上原価 385,596 349,076 
  売上原価合計 697,199 934,003 

売上総利益 191,561 251,930 

販売費及び一般管理費 123,920 173,693 

営業利益 67,640 78,237 

営業外収益     

  受取利息 5 19 
 受取配当金 490 369 
  雑収入 202 234 
  営業外収益合計 699 624 

営業外費用   

 支払利息 45 ― 
 株式交付費 ― 622 
 雑損失 3 ― 
  営業外費用合計 48 622 

経常利益 68,291 78,239 

特別利益     

  信託財産売却益 261 ― 
  特別利益合計 261 ― 

特別損失     

  固定資産除却損 12 ― 
  特別損失合計 12 ― 

税引前当期純利益 68,540 78,239 

法人税、住民税及び事業税 28,840 25,364 

法人税等調整額 △1,316 △195 

法人税等合計 27,523 25,168 

当期純利益 41,016 53,070 
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【売上原価明細書】 

完成工事原価報告書 

 

  
前事業年度 

（自 平成25年７月１日 
至 平成26年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成26年７月１日 
 至 平成27年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

土地原価  ― ― 18,094 3.1 

外注費  311,603 100.0 566,832 96.9 

合計  311,603 100.0 584,927 100.0 

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

 

 

兼業事業売上原価報告書 

 

  
前事業年度 

（自 平成25年７月１日 
至 平成26年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成26年７月１日 
 至 平成27年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

外注費  385,596 100.0 349,076 100.0 

合計  385,596 100.0 349,076 100.0 

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。 
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（３）株主資本等変動計算書 

   前事業年度（自 平成 25年７月１日  至 平成 26年６月 30日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本準備金  

資本剰余金 

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金  

合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 22,000 － － 39,405 39,405 61,405 61,405 

当期変動額        

当期純利益    41,016 41,016 41,016 41,016 

当期変動額合計 － － － 41,016 41,016 41,016 41,016 

当期末残高 22,000 － － 80,422 80,422 102,422 102,422 

 

 

 

 

   当事業年度（自 平成 26年７月１日  至 平成 27年６月 30日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本準備金  

資本剰余金 

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金  

合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 22,000 － － 80,422 80,422 102,422 102,422 

当期変動額        

新株の発行 4,467 4,467 4,467   8,935 8,935 

当期純利益    53,070 53,070 53,070 53,070 

当期変動額合計 4,467 4,467 4,467 53,070 53,070 62,005 62,005 

当期末残高 26,467 4,467 4,467 133,492 133,492 164,427 164,427 
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

  (単位：千円) 

    
前事業年度 

(自 平成25年７月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当事業年度 

(自 平成26年７月１日 

 至 平成27年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

 税引前当期純利益 68,540 78,239 
  減価償却費 998 606 
  賞与引当金の増減額（△は減少） 1,260 317 
  役員賞与引当金の増減額（△は減少） 600 800 
  受取利息及び受取配当金 △496 △389 
  支払利息 45 ― 
 株式交付費 ― 622 
  売上債権の増減額（△は増加） 6,416 5,395 
  たな卸資産の増減額（△は増加） 50,211 △10,160 
 未収入金の増減額（△は増加） △12,917 12,963 
  立替金の増減額（△は増加） 3,166 △3,870 
 前渡金の増減額（△は増加） ― △14,000 
  その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,717 △437 
  その他の固定資産の増減額（△は増加） 1,417 △234 
  仕入債務の増減額（△は減少） △5,648 △24,115 
  未払消費税等の増減額（△は減少） 2,215 1,513 
 その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,367 2,208 
  その他 12 ― 
  小計 116,170 49,457 
  利息及び配当金の受取額 496 389 
  利息の支払額 △112 ― 
  法人税等の支払額 △11,950 △37,820 
  営業活動によるキャッシュ・フロー 104,603 12,026 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △881 ― 
 投資有価証券の取得による支出 ― △3,000 
 投資有価証券の売却による収入 1,000 ― 
 短期貸付金の回収による収入 231 ― 
  差入保証金の差入による支出 △18 △3,082 
  差入保証金の回収による収入 2,695 82 
 事業譲渡による収入 3,105 ― 
 建設仮勘定の取得による支出 ― △1,533 
  投資活動によるキャッシュ・フロー 6,132 △7,533 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
 短期借入金の純増減額（△は減少） △48,931 ― 
 株式の発行による収入 ― 8,312 
 財務活動によるキャッシュ・フロー △48,931 8,312 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,804 12,806 

現金及び現金同等物の期首残高 30,351 92,156 

現金及び現金同等物の期末残高 92,156 104,962 
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（５）財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。  

 

 

（持分法損益等） 

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。  

 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、「分譲住宅事業」、「広告企画事業」および「コンサルティング事業」の３つを報告セグメントとし

ており、各セグメントの主要業務は以下のとおりとしております。 
 

セグメント区分 主要業務 

分譲住宅事業 分譲住宅の企画･仲介･販売業務 

広告企画事業 広告代理店業、企業の販売促進活動の企画業務 

コンサルティング事業 賃貸住宅を活用した資産管理･資産運用コンサルティング業務 

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則お

よび手続に準拠した方法であります。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成 25年７月１日 至 平成 26年６月 30日） 

（単位：千円） 

  報告セグメント  

その他   調整額 
財務諸表 

計上額     
分譲住宅 

事業 

広告企画 

事業 

コンサルテ

ィング事業 
計 

売上高                

外部顧客への売上高  391,167 402,544 66,724 860,436 28,324 － 888,761 

セグメント間の内部売上高又は振替高  － － － － － － － 

計  391,167 402,544 66,724 860,436 28,324 － 888,761 

セグメント利益又は損失（△） 73,739 △1,028 35,584 108,295 △4,541 △36,113 67,640 

その他の項目                

減価償却費  － 318 － 318 238 440 998 

有形固定資産及び無形固定資産の 

増加額  
－ － － － － 881 881 

（注） １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。 

 ２．調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

 ３．セグメント利益又は損失（△）は、損益計算書の営業利益と一致しております。 

 ４．セグメント資産については、事業セグメントに配分しておりません。 

 

 

当事業年度（自 平成 26年７月１日 至 平成 27年６月 30日） 

（単位：千円） 

  報告セグメント  

その他   調整額 
財務諸表 

計上額     
分譲住宅 

事業 

広告企画 

事業 

コンサルテ

ィング事業 
計 

売上高                

外部顧客への売上高  751,914 382,952 51,067 1,185,934 － － 1,185,934 

セグメント間の内部売上高又は振替高  － － － － － － － 

計  751,914 382,952 51,067 1,185,934 － － 1,185,934 

セグメント利益 128,758 6,076 23,153 157,989 － △79,751 78,237 

その他の項目                

減価償却費  － 166 － 166 － 440 606 

有形固定資産及び無形固定資産の 

増加額  
－ － － － － － － 

（注） １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。 

 ２．調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

 ３．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と一致しております。 

 ４．セグメント資産については、事業セグメントに配分しておりません。 
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（１株当たり情報） 
 

 
前事業年度 

(自 平成25年７月１日 
至 平成26年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成26年７月１日 
至 平成27年６月30日) 

１株当たり純資産額 232円78銭 350円97銭 

１株当たり当期純利益金額 93円22銭 116円89銭 

（注） １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 ２．平成 27年１月 31日付で普通株式１株につき 1,000株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、前事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額および１株当たり当期

純利益金額を算定しております。 

 ３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

  
前事業年度 

(自 平成25年７月１日 
至 平成26年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成26年７月１日 
至 平成27年６月30日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額(千円) 41,016 53,070 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 41,016 53,070 

期中平均株式数(株) 440,000 454,038 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。  
 


